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平成２３年５月１９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２０年(行ウ)第２号 損失補償請求事件 

平成２１年(ワ)第１８５号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 平成２３年２月１７日 

主 文             

１ 被告は，原告甲に対し，２１１万２５２０円及びこれに対する平成２０年４

月２１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 被告は，原告乙に対し，４３８万２２１３円及びうち１１万３８３８円に対

する平成１８年４月１日から，うち９０万３２９１円に対する平成１９年４月

１日から，うち８７万７８５２円に対する平成２０年４月１日から，うち８６

万９８９７円に対する平成２１年４月１日から，うち８３万０１３７円に対す

る平成２２年４月１日から，うち７８万７１９８円に対する平成２３年４月１

日から各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 被告は，原告丙に対し，２３４４万２８５９円及びうち６０万８９８８円に

対する平成１８年４月１日から，うち４８３万２１９８円に対する平成１９年

４月１日から，うち４６９万６１１１円に対する平成２０年４月１日から，う

ち４６５万３５５５円に対する平成２１年４月１日から，うち４４４万０８５

５円に対する平成２２年４月１日から，うち４２１万１１５２円に対する平成

２３年４月１日から各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

４ 原告らのその余の請求を棄却する。 

５ 訴訟費用はこれを２分し，その１を原告らの負担とし，その余を被告の負担

とする。 

事 実 及 び 理 由             

第１ 請求 

１ 原告甲 

 (1) 主位的請求 



2 

   被告は，原告甲に対し，２０６４万２２９７円及びうち７０８万２４８２

円に対する平成１８年２月１４日から，うち１３５５万９８１５円に対する

平成１８年２月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (2) 予備的請求 

  被告は，原告甲に対し，１９６４万２２９７円及びこれに対する平成１８

年２月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 原告乙 

  被告は，原告乙に対し，１３５５万９８１５円及びこれに対する平成１８年

２月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 原告丙 

  被告は，原告丙に対し，７２６０万４５７９円及びこれに対する平成１８年

２月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

   被告が行う多治見都市計画事業多治見駅北土地区画整理事業（以下「本件事

業」という。）の施行地区内に土地を所有又は共有している原告らは，被告か

ら，当該各土地を従前地として土地区画整理法（以下「法」という。）９８条

１項に基づく仮換地の指定（以下｢本件仮換地指定処分｣という。）を受けると

ともに，原告甲は，法７７条１項に基づき当該各土地上の原告甲所有の工作物

等につき直接除却処分（以下「本件除却処分」という。）を受けた。 

   本件は，原告甲が，主位的に違法な本件除却処分によって財産的及び精神的

損害を受けたと主張して，被告に対し，国家賠償法１条１項に基づく損害賠償

として７０８万２４８２円及びこれに対する本件除却処分の日である平成１８

年２月１４日から支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金の支払

を求め，予備的に本件除却処分により損失を被ったと主張して，被告に対し，

法７８条１項に基づく損失の補償として６０８万２４８２円及びこれに対する

本件除却処分の日の翌日である平成１８年２月１５日から支払済みまで民法所
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定年５分の割合による遅延損害金の支払を求めるとともに，原告らが，被告が

原告らの仮換地についてその使用収益の開始日を別に定めて通知するとされた

ため，従前地及び仮換地のいずれも使用収益ができなくなったことによる損失

を被ったと主張して，被告に対し，平成１８年２月１４日から同２３年３月３

１日までの法１０１条１項に基づく損失の補償及びこれらに対する本件除却処

分の日の翌日である平成１８年２月１５日から支払済みまで民法所定年５分の

割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

 １ 前提事実（争いのない事実又は後掲証拠及び弁論の全趣旨により容易に認め

  られる事実） 

  (1) 当事者等 

   ア 原告甲，原告乙及び原告丙は，以下の各土地（所在は，いずれも岐阜県

多治見市ａ町ｂ丁目である。）を所有し又は共有する者である。（甲１の

１ないし６） 

 

地  番 地 目 地  積 所有者又は原告らの共有持分 

ｃ番ｄ 雑種地 ６６１㎡ 原告甲及び原告乙 各３６８分の７０ 

原告丙        ３６８分の２２８ 

ｃ番ｅ 雑種地 ６５㎡ 原告甲，原告乙及び原告丙 各３分の１ 

ｃ番ｆ 雑種地 ４９㎡ 原告甲，原告乙及び原告丙 各３分の１ 

ｇ番ｈ 雑種地 ６７㎡ 原告甲，原告乙及び原告丙 各３分の１ 

ｇ番ｉ 雑種地 ５０㎡ 原告甲，原告乙及び原告丙 各３分の１ 

ｇ番ｊ 雑種地 ５９８㎡ 原告丙 

 

     以下，これらの土地を併せて「本件各従前地」という。 

     原告甲は，本件除却処分当時，本件各従前地からなる一団の土地上にお

いて，６３台分の月極駐車場（以下「本件駐車場」という。）を営業し，



4 

また，第三者に看板を設置させて賃料を得ていた。 

   イ 被告は，本件事業の施行者である。 

  ⑵ 被告は，平成１４年１１月２５日，原告らに対し，本件事業の施行者とし

て，本件事業の施行地区内の本件各従前地について，法９８条１項に基づき，

以下の土地を仮換地として指定し，その効力発生日を同年１２月４日とし，

かつ，仮換地の使用又は収益を開始することができる日は別に定めて通知す

る旨の通知をした（本件仮換地指定処分）。（甲２の１ないし３，３の１な

いし３及び４） 

 

仮換地（街区は別紙位置図，画地は別紙仮換地図のとおり）  従前地 

  

街区番号 

 

 画地番号 

 

 地積 

ｃ番ｄ  ６  ６ ５７２㎡ 

ｃ番ｅ 

ｃ番ｆ 

ｇ番ｈ 

ｇ番ｉ 

 

 ６ 

 

 

 ５ 

 

２０１㎡ 

ｇ番ｊ  ６  ４ ５１７㎡ 

 

    (3) 被告は，平成１７年１１月２１日付けで，原告らに対し，法７７条２項

に基づくものとして，同１８年１月３１日の経過後においては本件各従前地

上の工作物等を除却する旨の通知及び原告ら自らがこれらを除却する意思が

あるか否かの照会を行い（甲２０），同年２月１４日，法７７条７項に基づ

くものとして，原告甲が本件各従前地上に所有する工作物（以下「本件工作

物」という。）及び立竹木（以下「本件立竹木」という。）について除却工

事を実施した（本件除却処分）（甲５）。 
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    本件除却処分によって，原告らは，本件各従前地を現実に使用収益できな

くなった。（弁論の全趣旨） 

(4) 原告甲は，本件駐車場の利用者らとの各賃貸借契約（以下「本件各賃貸

借契約」という。）の締結・改訂・解除等を含む一切の管理については，丁

信用農業協同組合（以下「ＪＡ丁」という。）に委託していた（以下「本件

管理委託契約」という。）が，本件除却処分後も，本件駐車場の利用者らか

ら賃料の入金が続いていたため，ＪＡ丁に確認したところ，ＪＡ丁が，原告

甲に無断で，本件駐車場の利用者らに対し，本件各賃貸借契約の目的土地が，

被告が平成１８年２月１日までに用意した土地（以下「本件代替地」とい

う。）へ変更される旨通知していたことが判明した。（甲１５，２４の２及

び３，２５の９，乙１，１６，弁論の全趣旨） 

そこで，原告甲は，平成１８年３月２８日付けで，本件管理委託契約を解

除するとともに（甲１５），本件駐車場の利用者らに対し，目的物である駐

車場が無くなったため，同年１月３１日付けで本件各賃貸借契約が終了した

旨通知し（甲１６），同年６月１２日までの間に，本件駐車場の利用者らに

対し，同年２月以降の賃料及び保証金を全額返還した（甲１７）。 

被告は，平成１８年９月１３日付けで，原告甲に対し，今後代替駐車場用

地が必要か不要か照会した。これに対し，原告甲は，同月２５日付けで，被

告に対し，本件駐車場の代替地が不要であることを書面で通知した。（甲１

８，１９） 

(5) 原告らと被告は，法７８条１項ないし法１０１条１項の損失補償につい

て，任意協議及び法定協議を行ったが折り合いがつかず，被告は，平成１９

年３月２７日付けで，岐阜県収用委員会（以下「収用委員会」という。）に

対し，損失補償の裁決申請を行った。 

  原告乙及び原告丙は，平成１９年１０月１９日付けで，原告甲に対し，上

記裁決申請事件に関する全事項につき，代理権を授与した。（乙７，８） 
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    収用委員会は，平成２０年３月１３日，原告甲に対して，法７８条１項の

損失補償額として３００万０４０５円（内訳は，本件工作物の価額相当の補

償として２０７万２７０９円，本件立竹木の価額相当の補償として７０万７

６９６円及び地代減収の補償として２２万円。）及び法１０１条１項の損失

補償額として別表記載の内訳のとおり１８６１万０１５０円の合計２１６１

万０５５５円（うち１１１７万７７５５円については同年５月１３日，うち

４９８万９６００円については同月３１日，うち５４４万３２００円につい

ては同２１年４月３０日を補償すべき時期とする。）を補償し，原告乙及び

原告丙に対しては，補償しない旨の裁決（以下「本件裁決」という。）をし，

同月１８日，本件裁決の正本が原告甲に送達された。（甲５，６の１ないし

３） 

  (6) 被告は，原告甲に対し，平成２０年４月２１日，法７８条１項の損失補

償額として３００万０４０５円，同１８年１１月から同２０年４月分の法１

０１条１項の損失補償額として８１７万７３５０円（合わせて１１１７万７

７５５円），同２０年５月１９日，同２０年５月から同２１年３月分の法１

０１条１項の損失補償額として４９８万９６００円，同２１年４月２７日，

同２１年４月から同２２年３月分の法１０１条１項の損失補償額として５４

４万３２００円を支払った。（争いがない。） 

    被告は，平成２２年１月２８日，本件各従前地とその仮換地の双方につい

て，同２３年３月３１日までの使用収益開始が困難となったことから，原告

甲に対し，同２２年４月１日から同２３年３月３１日までの法１０１条１項

の損失補償額として５４４万３２００円の支払をする旨通知し，同２２年４

月１日，岐阜地方法務局多治見支局において同損失補償金の弁済供託をした。

（甲２８，２９） 

(7) 原告らは，平成２０年５月１６日，本訴を提起した。 

 ２ 争点 
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  (1) 本件除却処分の違法性及び損害額 

  (2) 法７８条１項の「通常生ずべき損失」について 

ア 砕石舗装が補償の対象に含まれるか否か及び補償額 

イ 看板の賃料収入の補償額 

ウ 駐車場の営業停止による補償の要否 

  (3) 法１０１条１項の「通常生ずべき損失」について 

ア 損失補償額及び個別払いの要否 

イ 平成１８年２月から同年１０月までの代替駐車場提供による補償の可否 

 ３ 争点に関する当事者の主張 

  (1) 本件除却処分の違法性及び損害額 

   （原告甲の主張） 

   ア 本件除却処分の違法性 

従前地が第三者の仮換地に指定されている場合の仮換地指定の目的は，

換地計画に基づく換地処分の円滑化及び権利関係の早期安定にあることか

ら，その場合における「必要となったとき」（法７７条１項）とは，第三

者が仮換地として使用収益を開始するために従前地上に存する建物等が障

害となる場合に限定される。しかるに，本件各従前地を仮換地に指定され

ている第三者に対しては，使用収益開始日が別に定めて通知するとされて

いるため，本件除却処分は，第三者が仮換地として使用収益を開始するた

めに従前地上に存する建物等が障害となる場合に該当せず，法７７条１項

に反し違法である。 

また，本件除却処分は，都市計画道路築造の際の迂回路としての仮設道

路建設のために行われたものであるところ，被告は，施行者管理権（法１

００条の２）に基づき同仮設道路設置工事を実施した旨主張するが，施行

者管理権は，従前地が公共施設予定地，保留地予定地若しくは未指定地と

なる場合にのみ認められ，第三者の仮換地に指定される場合には認められ
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ず，そのような場合には，法７９条の規定によって仮設道路設置工事を実

施する他に方法がない。そうすると，同仮設道路設置工事の実施自体が違

法であるから，本件除却処分はいずれにせよ「必要となったとき」（法７

７条１項）の要件を欠き違法である。 

     移転又は除却処分（法７７条１項）は，地権者に重大な影響を及ぼす行

政処分であるから，施行者は，移転又は除却処分につき，目的を達するた

めの必要最小限度の方法に止めなければならず，できる限り地権者の利益

を尊重し損害を与えることの少ない方法を選ぶべきである。したがって，

仮に本件除却処分が法７７条１項の要件を満たすとしても，上記仮設道路

予定地は，６３台分の駐車スペースからなる本件駐車場のうち１９台分の

駐車スペース分の範囲にとどまるから，その範囲を除却することで同仮設

道路建設の目的を達成することができたにもかかわらず，本件駐車場を構

成する本件工作物及び本件立竹木をすべて除却した本件除却処分は，比例

原則に違反し，被告の裁量権を濫用逸脱するもので違法である。 

     被告は，本件除却処分が，「公共施設の変更若しくは廃止に関する工事

を施行する場合」（法７７条１項）に該当する旨主張するが，これは，既

に設置されている公共施設の廃止，変更に伴う事後的な措置をする場合を

いい，新たに公共施設を設置する際，その予定地上に存する物件を除却す

る場合を含まない。よって，本件はこれに該当しないことが明らかである。 

   イ 損害額 

     本件除却処分により原告甲が被った損害額は，以下のとおり，６９０万

５５５７円である。 

    (ア) 本件除却処分により除却された本件工作物の損害として，２２２万

６２６１円。（甲５） 

      ただし，原告甲が新たに砕石舗装を施工するためには，砕石舗装の単

価に加えて諸経費（業者の施工費用）・消費税を支払う必要があるから，
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これらの金額も損害に含まれるべきである。 

     （計算式） 

      （１２０万５００２円（砕石舗装以外の本件工作物費）＋４９万１１

９７円（砕石舗装費））×０．２５（諸経費）＝４２万４０５０円 

      （１２０万５００２円＋４２万４０５０円＋４９万１１９７円）×１．

０５（消費税）＝２２２万６２６１円 

    (イ) 本件除却処分により除却された本件立竹木の損害として，７０万７

６９６円。（甲５） 

    (ウ) 看板設置の賃料収入相当損害金として，２５万円。 

 原告甲は，本件各従前地において看板を設置させ賃料を得ていたが，

本件除却処分によって，その賃料収入を得られなくなった。 

     （計算式）５０００円（賃料）×５０か月＝２５万円 

    (エ) 本件駐車場の営業停止による損害として，２７２万１６００円。 

  原告甲は，本件各従前地において本件駐車場を営んでおり，本件除却

処分によって，その営業を停止せざるを得なくなった。 

  なお，法１０１条１項に基づく借地料相当額の損失補償を受けたとし

ても，仮換地の使用収益が可能となった後，即時に６３台分の顧客を確

保して営業することは不可能であるから，賃料６か月分程度の営業損害

は生じる。 

 （計算式） 

  ８０００円（賃料）×６３台×０．９（管理費控除）×６か月＝２７

２万１６００円 

    (オ) 精神的損害として，５０万円。 

  原告甲は，違法な本件除却処分により，本件駐車場の営業を廃止に追

い込まれ，また，新聞報道されたことによって近隣の住民から白い目で

見られ（甲２３），多大な精神的打撃を受けた。 
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(カ) 弁護士費用として，５０万円。 

   （被告の主張） 

   ア 本件除却処分の違法性 

従前地が第三者の仮換地に指定されている場合，直接施行の要件である

「必要となったとき」（法７７条１項）とは，第三者が仮換地として使用

収益を開始するために従前地上に存する建物等が障害となる場合に限定さ

れるとの原告甲の主張は争う。ただし，本件は，そのような障害となる場

合にあたる。 

 また，本件除却処分は，公共施設である都市計画道路音羽小名田線の変

更のために行った工事であり，「公共施設の変更若しくは廃止に関する工

事を施行する場合」（法７７条１項）において必要となったために行われ

たものであるから，同項の要件を満たす。 

 さらに，本件各従前地と，原告らに指定された仮換地とが重なる部分は

ごくわずかであり，同部分を除いた部分は他の人の仮換地ないしは新設道

路の敷地となるという状況において，本件各従前地のすべてについて直接

施行することが合理的であることは明らかであって，本件除却処分には比

例原則違反の違法はない。 

イ 損害額 

  争う。 

  (2) 法７８条１項の「通常生ずべき損失」について 

   ア 砕石舗装が補償の対象に含まれるか否か及び補償額 

    （原告甲の主張） 

     砕石舗装は，土地から独立しており，他の本件工作物と同様に本件除却

処分の対象となっていることから，法７８条１項の損失補償の対象となる

のは明らかである。原告甲が新たに砕石舗装を施工するためには砕石舗装

の単価に加えて諸経費（業者の施工費用）・消費税を支払う必要があるの
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であるから，諸経費及び消費税を含めて補償されるべきである。 

よって，本件工作物の補償額は，２２２万６２６１円である。（計算式

は，(1)イ(ア)に同じ。） 

（被告の主張） 

 砕石（砂利敷）は土地と一体化しており，法７７条１項にいう「建築

物等」に該当せず，損失補償の対象外となる。本件裁決においては，被

告が原告甲の主張に鑑み裁量によって現物補償として砕石の価格分を補

償額に含めたに過ぎないから，これに諸経費及び消費税を加えるべきと

の原告甲の主張は失当である。 

 よって，本件工作物の補償額は，本件裁決のとおり，２０７万２７０

９円となる。 

（計算式） 

     １２０万５００２円（砕石舗装以外の本件工作物費）×０．２５（諸経

費）＝３０万１２００円 

     （１２０万５００２円＋３０万１２００円）×０．０５（消費税）＝７

万５３１０円 

     １２０万５００２円＋３０万１２００円＋７万５３１０円＋４９万１１

９７円（砕石舗装費）＝２０７万２７０９円 

   イ 看板の賃料収入の補償額 

    （原告甲の主張） 

     原告甲は，本件各従前地上に看板を設置し賃料を得ていたが，本件除却

処分によってその賃料収入を得られなくなった。本件除却処分がなければ

少なくとも５０か月は看板を設置していたと推定できるから，５０か月分

の賃料である２５万円が補償されるべきである。（計算式は，(1)イ(ウ)

に同じ。） 

（被告の主張） 
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 本件裁決における補償額のとおり４４か月分の賃料額をもって相当と

いうべきである。 

ウ 駐車場の営業停止による補償の要否 

    （原告甲の主張） 

     原告甲は，本件各従前地上において本件駐車場を営業していたが，本件

除却処分によって本件各賃貸借契約が終了し，その営業を停止（廃止）せ

ざるを得なくなった。そして，仮換地の使用収益が可能となった後，即時

に６３台分の顧客を確保して営業することは不可能であるから，少なくみ

ても賃料６か月分の営業収益である２７２万１６００円が補償されるべき

である。 

     なお，被告は，法１０１条１項の補償と二重補償になる旨主張するが，

法１０１条１項の損失補償期間について営業損失を請求するものではない

ので，かかる主張は失当である。（計算式は，(1)イ(エ)に同じ。） 

    （被告の主張） 

 本件駐車場の収入は土地に基因するものであり，本件裁決において法

１０１条１項に基づき補償している。 

  (3) 法１０１条１項の「通常生ずべき損失」について 

ア 損失補償額及び個別払いの要否 

    （原告らの主張） 

    (ア) 法１０１条１項の「通常生ずべき損失」は，土地収用法７２条，同

７１条を類推し，従前地及び仮換地のいずれも使用収益できない期間の

従前地の借地料相当額であると解される。（甲７） 

      かかる解釈の下に，法１０１条１項による損失補償額につき，土地区

画整理事業の施行に伴う損失補償基準（以下「損失補償基準」とい

う。）２３条及び同細則第１６第１項第１号（社団法人戊協会）は，宅

地の補償額を「当該地域における土地の正常な取引価格に６％（年）を
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乗じて得た額の範囲内で当該地域における地代又は借賃の取引事例を参

考として適正に定めた額」と規定している（甲２６）。このように，従

前地の借地料相当額とは，仮換地指定当時の従前地の使用収益形態や賃

貸条件によって定まるものではなく，従前地の諸条件から客観的に算定

した適正な借地料である。よって，本件各従前地の正常取引価格に６パ

ーセントを乗じた価格が借地料相当額であり，補償されるべき額である。 

      被告は損失補償額を現実の賃料相当額で算定すると主張するが，その

当時の土地の利用状況という偶然の事情によって損失補償額が変わるこ

ととなり，妥当でない。 

    (イ) 本件各従前地の正常取引価格は，２１万５９００円／㎡である（甲

１３）。同価格は，被告が本件事業の事業計画書や施行地区内の路線価

図の作成のために用いたものであるから（甲１１，１２），本件損失補

償請求に係る損失補償額の算定は上記価格によるべきである。 

    (ウ) 被告が，原告乙及び原告丙に対して法１０１条１項の損失補償をし

ないことは，個別払いの原則からすれば，明らかな違法である。原告甲

は，収用委員会の審理において，法７８条１項の損失補償の支払先につ

いて原告甲一人と述べたに過ぎず，法１０１条１項の損失補償の支払先

については原告らである旨書面で明確に主張している。（甲２５の１

６） 

    (エ) 計算式 

  以上により，以下の補償額が補償されるべきである。 

   ａ 原告甲 

   ６６１㎡×３６８分の７０＋６５㎡×３分の１＋４９㎡×３分の１

＋６７㎡×３分の１＋５０㎡×３分の１＝２０２．６㎡ 

     ２０２．６㎡×２１万５９００円×０．０６（年利回り）×６２か

月÷１２か月＝１３５５万９８１５円 



14 

   ｂ 原告乙 

   ６６１㎡×３６８分の７０＋６５㎡×３分の１＋４９㎡×３分の１

＋６７㎡×３分の１＋５０㎡×３分の１＝２０２．６㎡ 

     ２０２．６㎡×２１万５９００円×０．０６（年利回り）×６２か

月÷１２か月＝１３５５万９８１５円 

   ｃ 原告丙 

６６１㎡×３６８分の２２８＋６５㎡×３分の１＋４９㎡×３分の

１＋６７㎡×３分の１＋５０㎡×３分の１＋５９８㎡＝１０８４．８

㎡ 

１０８４．８㎡×２１万５９００円×０．０６（年利回り）×６２

か月÷１２か月＝７２６０万４５７９円 

    （被告の主張） 

    (ア) 本件各従前地のごとく，建築物がなく駐車場用途の場合は，損失補

償基準２３条及び同細則第１６第１項第４号（甲２６）の「雑種地等」

並みとして，「利用実態等を勘案し」，実際にあったであろう所得をも

って補償として足りるものである。遊休地であれば損失はないので，そ

の補償はしない。 

      本件各従前地は，駐車場営業に供されていたから，駐車場営業に係る

営業収入の減少分を金銭で補償すべきであり，その額は，本件裁決の額

が相当である。計算式は，別表のとおりとなる。（甲５） 

    (イ) 仮に地価を用いて補償額を算出するとしても，本件除却処分時の平

成１８年２月及び今日までに近い時点の地価を用いるべきである。 

      本件各従前地の価格は，鑑定の結果によれば平成１４年２月２５日当

時，１３万６０００円／㎡であり（乙１７），市街地価格指数を用いて

算出するに，同１８年３月当時の価格は，９万４４３５円／㎡である

（乙１８）。 
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    (ウ) 原告甲は，収用委員会の審理において，原告乙及び原告丙の代理人

として，その支払先は原告甲一人だと文書で回答し，かつ，口頭で述べ

た（乙２，３）。よって，原告乙及び原告丙に対しては法１０１条１項

の損失補償をすることを要しない。 

イ 平成１８年２月から同年１０月までの代替駐車場提供による補償の可否 

    （原告らの主張） 

     損失補償は原則として金銭をもってしなければならず（金銭補償の原

則），現物補償をする場合は地権者の承諾が必要であるところ，原告らは，

現物補償を承諾していないばかりか，むしろ金銭補償を希望していた（甲

１４ないし１９，２４）。 

     したがって，被告が原告らに対し，平成１８年２月から同年１０月まで，

駐車場代替地を提供したことは，同期間の法１０１条１項の損失補償とは

ならない。 

    （被告の主張） 

 土地区画整理事業は，従前地について（仮）換地を用意する事業であり，

その精神は，土地所有者及びその土地の利用者の利用状況を尊重するもの

である。したがって，金銭補償に代わる代替駐車場の提供については，明

示の反対がなければ，積極的な同意は不要である。 

     原告甲は，被告に対し，再三に渡り「駐車場経営が生業であり，収入が

減少することは困る」との要望をしていた。また，原告甲は，本件駐車場

の管理をＪＡ丁に委託しており，本件除却処分当時，本件管理委託契約は

継続していたところ，被告は，ＪＡ丁と具体的協議を行い，駐車場利用者

との契約維持については，隣接する土地で代替駐車場を用意することがベ

ストであり従前と同様の利用形態を維持するということとなり，原告甲の

損失も生じないと判断するに至ったものである。 

     被告は，これらを受け，原告らに対し，平成１８年２月１日から同年１
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０月３１日まで，本件代替地を駐車場用地として提供した。 

したがって，被告は，平成１８年２月から同年１０月分の損失補償を金

銭で支払うことを要しない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 本件除却処分の違法性及び損害額 

(1) 本件除却処分は，都市計画道路築造の際の迂回路としての仮設道路建設

のために行われたものであるところ（甲５，２１，弁論の全趣旨），被告は，

法１００条の２の施行者管理権に基づき同仮設道路設置工事を実施した旨主

張するが，本件各従前地のように第三者の仮換地に指定されている土地は，

同条に基づく施行者管理権は及ばず，法７９条に基づき土地の使用について

土地収用法の規定による事業認定を受けない限り，適法に公共施設に関する

工事の施工のための施設の設置をなし得ないと解されるから，これを欠く同

仮設道路設置工事の実施手続には，瑕疵があると言わざるを得ない。そうす

ると，同仮設道路設置工事実施のために本件除却処分を行う必要性が生じた

ことは，法７７条１項所定の「必要となったとき」の要件に該当するという

ことはできず，本件除却処分は同条に反し違法というべきである。 

また，被告の主張に鑑み，念のため付言するに，被告は，本件除却処分は，

第三者が仮換地として使用収益を開始するために従前地上に存する建物等が

障害となる場合として法７７条１項の必要性の要件を満たす旨も主張するが，

本件各従前地を仮換地に指定されている者らは（位置関係は，別紙「６街区

周辺重ね図」のとおり。），平成１４年１１月２５日付けで仮換地について

使用又は収益を開始することができる日につき「別に定めて通知する」と通

知されており（乙１２ないし１４），以後，当該仮換地の使用又は収益を開

始することができる日が定められて通知されたことを認めるに足りる証拠は

ないから，当該仮換地の指定を受けている者らが使用収益を開始しようとし

ていたとはいえず，上記被告の主張は採用できない。さらに，被告は，本件
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除却処分は，「公共施設の変更若しくは廃止に関する工事を施行する場合」

（法７７条１項）に該当する旨主張するが，「公共施設の変更若しくは廃止

に関する工事を施行する場合」とは，文字通り，既に設置されている公共施

設を廃止又は変更した結果，存置することの許されなくなった同廃止又は変

更前の公共施設の用に供する土地上の物件を排除することができるとする，

いわば公共施設を廃止し又は変更した後の事後的な措置を規定したものとい

うべきであり，都市計画において新たに公共施設を設置することが決定され

たことを理由として，当該施設を設置する場合に障害となる物件を排除でき

るとする規定であるとは認められないから，上記被告の主張もまた採用でき

ない。 

よって，本件除却処分は，法７７条１項の要件を充足せず違法であり，原

告甲は，違法な本件除却処分により，本件各従前地の使用収益権を現実に侵

害されたというべきである。 

(2) 次に，本件除却処分によって原告甲に生じた損害額について検討する。 

ア まず，前示のとおり，原告甲は，本件除却処分により，本件各従前地上

に所有する本件工作物及び本件立竹木を喪失したことから，本件工作物の

設置費用及び本件立竹木の価額相当の損害を被ったと認められる。そして，

これらに係る損害額は，本件裁決において本件工作物及び本件立竹木の補

償額として算定された額（甲５，損失補償額としては当事者間に争いがな

い。）に本件工作物のうち砕石舗装に係る諸経費及び消費税を加えた価額

をもって相当と認める。（乙４ないし６，弁論の全趣旨） 

  なお，被告は，当該砕石舗装は土地と一体化していたから，これを除却

しても原告甲に損害は生じない旨主張するが，土地と一体化しているか否

かによって上記判断が左右されると解することはできない。また，当該砕

石舗装の価額として，これに係る諸経費及び消費税が含まれないというべ

き根拠は見出し難い。 
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  よって，本件工作物の価額相当の損害として２２２万６２６１円，本件

立竹木の価額相当の損害として７０万７６９６円を相当と認める。 

イ 次に，原告甲は，本件除却処分により，本件駐車場及び看板設置の営業

を途絶させられるという損害を被ったと認められる。原告甲は，原告らに

より仮換地の使用収益が可能となった後，同仮換地において駐車場経営及

び看板設置を再開することができる地位にあると認められること，これら

を再開した場合に，再開から従前と同等の顧客を確保することは困難と考

えられることから，これらについて再開から従前と同等の顧客を確保する

までの間に３か月分の営業収入が減少するものとして，その減収額を本件

除却処分と相当因果関係のある損害と認める。 

  なお，本件除却処分から上記再開するまでの営業収入の喪失に係る賠償

又は補償については，原告らは，本件各従前地の所有者として，法１０１

条１項の損失補償として請求する意思であると解され，本件各従前地にお

ける営業者としての原告甲と，本件各従前地の所有者としての原告らとの

間で，これをどのように分配取得すべきものとするかは，いわば原告らの

内部問題ということができ，二重補償（二重賠償）とならない限りにおい

て，その意思に従うものとするのが相当と判断する。 

  そうすると，看板設置に係る営業損害として１か月当たり５０００円の

３か月分１万５０００円，本件駐車場に係る営業損害として３か月分１３

６万０８００円を相当と認める。 

 （計算式） 

５０００円（賃料）×３か月＝１万５０００円（看板設置） 

８０００円（賃料）×６３台×０．９（管理費控除）×３か月＝１３６

万０８００円（本件駐車場） 

 ウ 原告甲は，違法な本件除却処分により精神的苦痛を被ったことによる慰

謝料として５０万円を主張するが，本件除却処分自体によっては損害賠償
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に値すべき精神的苦痛が生じたと認めることはできない。また，本件除却

処分が新聞報道されたことにより同原告に精神的苦痛が生じていたとして

も，同新聞報道が被告の行為によるものと認めるべき証拠はない。よって，

原告甲の上記主張を採用することはできない。 

エ 原告甲は，違法な本件除却処分により本訴提起を余儀なくされたと認め

られるから，そのための弁護士費用としては，３０万円を損害として相当

と認める。 

オ 以上によれば，原告甲は，違法な本件除却処分により，４６０万９７５

７円の損害を被ったと認められる。 

（計算式） 

 ２２２万６２６１円＋７０万７６９６円＋１万５０００円＋１３６万０

８００円＋３０万円＝４６０万９７５７円 

 ２ 法７８条１項の「通常生ずべき損失」について 

 上記のとおり本件除却処分は違法と認められるから，法７８条１項の損失補

償については，判断することを要しない。 

 ３ 法１０１条１項の「通常生ずべき損失」について 

(1) 損失補償額及び個別払いの要否 

 ア 損失補償額 

   前示のとおり，原告らは，本件除却処分の日である平成１８年２月１４

日から本件各従前地を現実に使用できなくなり，かつ，本件仮換地指定処

分においてその仮換地について使用又は収益を開始することができる日を

別に定めて通知するとされたことから，同日から平成２３年３月３１日ま

で，仮換地及び従前地の双方を現実に使用収益できないことによる損失を

被ったと認められる（本件口頭弁論終結日の翌日である平成２３年２月１

８日から同年３月３１日までの損失補償については，被告がその額を争っ

ていることから，将来請求の訴えとしてその利益があり，適法と認められ
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る。），そうすると，原告らに対しては，同期間につき法１０１条１項に

より「通常生ずべき損失」が補償されるべきである。 

   「通常生ずべき損失」（法１０１条１項）とは，原因たる事実と相当因

果関係にある損失をいうところ，仮換地指定に基づく土地の使用は，土地

収用法に基づく土地使用と同じく，施行者が従前地の所有権を制約してそ

の土地を使用する場面であるから，その損失補償額も「使用する土地又は

その土地に関する所有権以外の権利に対する補償金の額」は「その土地及

び近傍類地の地代及び借賃等を考慮して算定した」相当な価格を補償する

とする土地収用法７２条を類推すべきである。この点について，被告は，

個々の従前地の使用収益形態により実際にあったであろう所得をもって補

償すれば足り，仮に遊休地であれば損失はないので，補償することを要し

ない旨主張するが，この主張によれば，当時の暫定的な利用形態によって

補償額が著しく異なる不平等が生じ相当でないから，これを採用すること

はできない。 

   そして，上記の解釈に基づき，損失補償基準細則第１６第１項は，法１

０１条１項の補償額について「従前の土地の利用形態等に応じ，それぞれ

次の各号に定める額を標準として算定するものとする」として，第１号と

して「宅地 当該地域における土地の正常な取引価格に６％（年）を乗じ

て得た額の範囲内で当該地域における地代又は借賃の取引事例を参考とし

て適正に定めた額」，第３号として「山林 山林経営による標準所得を基

準として算定した額」，第４号として「雑種地等 利用実態等を勘案し，

第１号又は前号に準じて定めた額」と規定している（甲２６）。しかると

ころ，前示のとおり，本件各従前地は，地目は雑種地であり，本件駐車場

として使用されていたのであるが，弁論の全趣旨によれば，本件各従前地

は，宅地としての利用も想定し得る地域に位置しているものと認められ，

このことからすると，本件に係る法１０１条１項の損失補償額は，上記の
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宅地についての補償に準じて定めるのが相当というべきである。 

他方，乙１７の５枚目及び６枚目によれば，本件各従前地が所在する多

治見市ａ町ｂ丁目付近である多治見駅前は，月極駐車場という土地利用形

態が多く，駐車場経営が土地を最有効利用する形態の一つであると推測さ

れるから，本件各従前地近辺の土地の収益性ないし利回り率を算定する上

では，駐車場による営業収入額は，重要な指標の一つになると考えられる。 

 以上のような諸事情を総合して検討すれば，本件に係る法１０１条１項

の損失補償額は，本件の全期間を通じて本件各従前地の推定正常価格の年

４パーセントと定めるのが相当と判断する。そして，被告が本件事業の事

業計画書や施行地区内の路線価図の作成のために用いたと認められる鑑定

書をもとに，市街地価格指数により，本件の全期間につき本件各従前地の

１平方メートル当たりの推定正常価格を算出すると，別紙推定正常価格表

のとおりとなる（甲１１，１２，１３，乙１８）。以上の認定判断と異な

る当事者双方の主張は採用できない。 

イ 個別払いの要否 

  被告は，原告甲が，収用委員会の審理において，原告乙及び原告丙の代

理人として，法１０１条１項の補償の支払先は原告甲一人だと文書で回答

し，かつ，口頭で述べたため，原告乙及び原告丙に対しては，法１０１条

１項に基づく補償をすることは不要である旨主張する。 

確かに，乙３，７及び８によれば，平成１９年１２月２０日に行われた

収用委員会の審理において，原告乙及び原告丙からの委任をも受けていた

原告甲は，収用委員会の会長から，補償金の支払先を確認する趣旨で

「（本件）駐車場の賃料相当額の収益権者は誰か」と質問されたのに対し，

同原告一人である旨回答した事実が認められるが，引き続いて同会長は，

口頭でのやりとりでは不明確になるとして，同原告に対し，求釈明事項を

記載した書面を渡すので，書面により回答を求める旨述べたことが認めら
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れる。そして，甲２５の１６及び２４の５によれば，原告甲は，この求釈

明事項書に対する釈明として作成，提出した第６意見書の８頁で，「法１

０１条に係る補償」については，「（原告らの）各人持ち分面積による按

分とし，年度毎請求とする。」旨主張した事実が認められ，その後にこれ

と異なる主張をした事実は認められない。しかるところ，前記１(2)アに

説示したとおり，本件各従前地における営業者としての原告甲と，本件各

従前地の所有者としての原告らとの間で，土地を利用できないことによる

補償金をどのように配分取得すべきものとするかは，いわば原告らの内部

問題ということができ，二重補償（二重賠償）とならない限りにおいて，

その意思に従うものとするのが相当と判断されるから，被告としては，法

１０１条１項の補償額は，上記第６意見書に従って，本件各従前地の原告

らの所有面積ないし共有持分割合に応じて支払うべきものと認められる。 

(2) 平成１８年２月から同年１０月までの代替駐車場提供による補償の可否 

 被告は，原告らに対し，平成１８年２月から同年１０月までの法１０１条

１項の補償として，本件代替地を提供したため，金銭により補償することを

要しない旨主張する。 

 しかし，損失補償が特定の財産権について個人の受ける損失を経済的価値

に換算して補償するものであることに鑑みれば，「通常生ずべき損失を補

償」（法１０１条１項）するとは，その経済的価値を普遍的，客観的に示す

ことができる金銭をもって補償を行うことを原則とすべきである。したがっ

て，当該財産権の損失を受けた者による明示的な申し出ないし同意がない限

り，施行者は，現物による補償をもって法１０１条１項の補償とすることは

できないというべきである。 

 これを本件についてみると，本件除却処分の前である平成１５年８月１１

日に行われた被告と原告甲との交渉においては，「金銭補償が良いか替地の

代用が良いか。」という被告からの問いかけに対し，原告甲は，「金銭補償
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の場合の諸条件を理解していないのではっきりとは言えないが，金銭補償の

方が良いような気がする」等と回答しており，現物補償につき明示的に同意

したとは認められない。（甲１４） 

 また，被告は，原告甲から本件駐車場についての管理権を受託したＪＡ丁

との間で協議を行い，金銭補償に代えて本件代替地を提供することについて

合意をした旨主張するが，原告甲がＪＡ丁に対し，法１０１条１項の補償と

して本件代替地の提供という現物補償によることを被告と合意する代理権を

授与した旨の主張はなく，これを認めるに足りる証拠もないから，被告とＪ

Ａ丁の上記合意をしたことをもって，原告甲の上記同意があるということは

できない。 

        その他，原告らが，被告に対し，法１０１条１項の補償として現物補償を

申し出る旨の意思表示をしたという具体的事実の主張はなく，これを認める

に足りる証拠もない。 

したがって，被告の前記主張は採用できない。 

(3) まとめ 

 法１０１条１項に基づく損失補償金の支払時期については，法令に明文の

規定がないが，宅地以外の地代の支払時期を毎年末とする民法６１４条の趣

旨を類推し，また，被告が地方公共団体であることに鑑みて，被告の会計年

度末である毎年３月３１日と認めるのが相当と判断する。このことと，前示

のとおり同損失補償金（年額）を本件各従前地の推定正常価格の年４パーセ

ントとすべきことからすると，各年度の損失補償金は，各年度を通じて別紙

推定正常価格表の当該各年度の直近の数値を標準として算定するのが相当で

あり（ただし，平成１８年２月１４日から同年３月３１日までの間について

は，同年３月の数値を同等と認めて採用するのが相当である。），また，こ

れに対する各支払期日の翌日以降の遅延損害金（民法所定年５分の割合）も

「通常生ずべき損失」に含まれると解すべきである。 
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 以上を総合すると，法１０１条１項による損失補償金は，別紙補償額計算

書記載のとおり，原告甲及び原告乙については，それぞれ４３８万２２１３

円及びうち１１万３８３８円に対する平成１８年４月１日から，うち９０万

３２９１円に対する平成１９年４月１日から，うち８７万７８５２円に対す

る平成２０年４月１日から，うち８６万９８９７円に対する平成２１年４月

１日から，うち８３万０１３７円に対する平成２２年４月１日から，うち７

８万７１９８円に対する平成２３年４月１日から各支払済みまで民法所定年

５分の割合による遅延損害金となり，原告丙については，２３４４万２８５

９円及びうち６０万８９８８円に対する平成１８年４月１日から，うち４８

３万２１９８円に対する平成１９年４月１日から，うち４６９万６１１１円

に対する平成２０年４月１日から，うち４６５万３５５５円に対する平成２

１年４月１日から，うち４４４万０８５５円に対する平成２２年４月１日か

ら，うち４２１万１１５２円に対する平成２３年４月１日から各支払済みま

で民法所定年５分の割合による遅延損害金となる。 

 なお，平成２２年４月１日から同２３年３月３１日までの損失補償金の支

払を求める訴えについては，収用委員会の裁決を経ていないけれども，既に

法律上の争点を同一にする収用委員会の本件裁決を経ており，同裁決に基づ

き，上記期間の法１０１条１項に基づく補償金が供託されたことからすれば，

裁決による補償額が確定しているに等しく，適法な訴えと解される。 

 ４ 弁済の抗弁について 

    (1) 前示のとおり，被告は，原告甲に対して，平成２０年４月２１日，法７

８条１項の損失補償額として３００万０４０５円，原告甲に対する同１８年

１１月から同２０年４月分の法１０１条１項の損失補償額として８１７万７

３５０円（合わせて１１１７万７７５５円），同２０年５月１９日，同２０

年５月から同２１年３月分の法１０１条１項の損失補償額として４９８万９

６００円，同２１年４月２７日，同２１年４月から同２２年３月分の法１０
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１条１項の損失補償額として５４４万３２００円を各支払い，同２２年４月

１日，原告甲に対する同２２年４月１日から同２３年３月３１日までの法１

０１条１項の損失補償額として５４４万３２００円を岐阜地方法務局多治見

支局に供託した。 

  (2) 被告は，法７８条１項に基づく上記補償金の支払は，本件除却処分の違

法を理由とする賠償金と同一の被害に対する広義の金銭的補償である点につ

いて共通するため，同賠償金の弁済として有効である旨主張するほか，法１

０１条１項に基づく上記補償金の支払は，原告ら３名に対する同項の損失補

償金の弁済として有効である（原告甲一人に対してのみ弁済の効力が生じる

との原告らの主張は信義則に反する。）旨主張する。 

よって検討するに， 

(3)ア まず，法７８条１項に基づく上記補償金３００万０４０５円の支払は，

本件除却処分の違法を理由とする国家賠償法１条１項に基づく賠償と同一

の原因事実に基づく被害の填補としての共通性を有するため，同賠償の弁

済として有効というべきである。 

  前示によれば，一部弁済日（平成２０年４月２１日）の時点では，原告

甲の被告に対する国家賠償法１条１項に基づく損害賠償請求権として，４

６０万９７５７円及びこれに対する平成１８年２月１４日から同２０年４

月２０日までの年５分の割合による遅延損害金である５０万３１６８円の

債権が発生していたと認められるから，上記弁済金である３００万０４０

５円を遅延損害金，元本の順に充当すると，残元本は２１１万２５２０円

となり，したがって，原告甲の国家賠償法１条１項に基づく請求は，２１

１万２５２０円及びこれに対する平成２０年４月２１日から支払済みまで

民法所定年５分の割合による遅延損害金を求める限度で理由があることと

なる。 

イ 次に，被告による法１０１条１項に基づく上記補償金の支払は，すべて
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原告甲に対してされており，これが原告乙及び原告丙に対する補償の（一

部）弁済となるものと認めるべき証拠はない。原告らが原告乙及び原告丙

に対する弁済効を否認するのは信義則に反する旨の被告の主張に根拠があ

るとは認められず，これを採用することはできない。 

そうすると，被告から原告甲に対し法１０１条１項に基づく損失補償と

して既に支払われた合計１８６１万０１５０円（供託金は除く。）は，前

示により原告甲に支払われるべき法１０１条１項に基づく補償額を超えて

過払いとなっているから（弁済金の充当関係は，別紙計算表のとおり。た

だし，供託金については記載していない。），原告甲の法１０１条１項に

基づく損失補償金の請求は理由がない。 

 ５ 結論 

したがって，原告甲の請求は２１１万２５２０円及びこれに対する平成２０

年４月２１日から支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金を求め

る限度で，原告乙の請求は４３８万２２１３円及びうち１１万３８３８円に対

する平成１８年４月１日から，うち９０万３２９１円に対する平成１９年４月

１日から，うち８７万７８５２円に対する平成２０年４月１日から，うち８６

万９８９７円に対する平成２１年４月１日から，うち８３万０１３７円に対す

る平成２２年４月１日から，うち７８万７１９８円に対する平成２３年４月１

日から各支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金の支払を求める

限度で，原告丙の請求は２３４４万２８５９円及びうち６０万８９８８円に対

する平成１８年４月１日から，うち４８３万２１９８円に対する平成１９年４

月１日から，うち４６９万６１１１円に対する平成２０年４月１日から，うち

４６５万３５５５円に対する平成２１年４月１日から，うち４４４万０８５５

円に対する平成２２年４月１日から，うち４２１万１１５２円に対する平成２

３年４月１日から各支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金の支

払を求める限度で理由があり，その余は理由がないから棄却することとし，訴
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訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６１条，同６４条，同６

５条を適用して，主文のとおり判決する。 

 

岐阜地方裁判所民事第１部 

 

裁判長裁判官   針  塚     遵 

 

 

裁判官   村  上  未 来 子       

 

 

裁判官   笹  邉  綾  子 


